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協働の主体へのアンケート調査（案）について 

 
１ 検証事項 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 調査の内容等 

 アンケート１ アンケート２ 

対象 

①自治会町内会（2,879 団体） 
②ＮＰＯ法人（1,448 団体） 
③企業（例：横浜型地域貢献企業（374 社）） 
④その他 

①協働契約を締結している団体 
（約 50 団体） 
②協働に関する協定書を締結している団体 
 （約 80 団体） 
③アンケート１からの希望者 

調査の 
大項目 

①協働による取組の事例 
②協働の今後のあり方 

①協働による取組の事例 
②協働契約など条例に基づく制度の運用 
③協働の今後のあり方 

方法 

【装丁】 
フォーラムのチラシと一体で作成 
A4 版１頁 

【配布方法】 
①自治会町内会 各区連会で依頼（9 月） 

 ②ＮＰＯ法人 郵送（8 月～） 
 ③企業 郵送（8 月～） 
 ④ 市・区民活動支援センター、区社会 

福祉協議会、区民利用施設等で配架 
【回収方法】 
 郵送・ＦＡＸ・Ｗｅｂ回答（調整中） 
※アンケート２への協力依頼あり 

 
《１段階》 
【装丁】 
アンケート用紙 A4 版 ４頁 
【配布方法】 

  郵送（７月下旬） 
【回収方法】 

  郵送・Ｗｅｂ回答（調整中） 
 
《２段階》 
 抽出した対象にヒアリング 
 

 

検証① 
条例にもとづく制度等が 
有効に機能しているか 

      検証② 
     協働の今後のあり方 
     それに向けての取組 

《横浜市の責務》 
・市民活動の支援 
・協働の支援 

 ・市民活動が活発に行われるため
の環境づくり 

《条例にもとづく制度等は 
効果的な運用されているか》 
・協働契約 
・事業評価 
・協働事業の提案制度 

 ・中間支援組織 

 
行政が取り組むこと 

市民サイドが取り組むこと 

未来の横浜にむけた 
協働型社会の形成 

豊かな 
市民活動 
幅広い協働 

多様な主体が 
地域の課題に向け

て取組む市民社会 
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３ ホームページでの市民意見募集 

  広く一般市民を対象とし、市民局ホームページにおいて意見募集を行う予定です。意見募集を行う

項目の内容等については、アンケート１をベースに検討していきます。 

 

４ スケジュール 

６月 27 日 市民協働推進委員会で協議 

７月～９月 アンケート発送 

10月 10 日 市民協働フォーラムで一部を報告（速報） 

 

 


